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8. 竜巻 

8.1 規格・基準類 

竜巻に対する規格・基準は，国内では策定されていないが，気象庁では

竜巻により発生した被害の状況から風速を推定する指標として，第8.1－1

表に示す藤田スケール（以下「Ｆスケール」という。）を採用している。ま

た，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（平成25年6月19日原規技発

13061911号 原子力規制委員会決定）」（以下「ガイド」という。）において，

竜巻検討地域の設定，基準竜巻の最大風速の設定及び設計竜巻の最大風速

の設定の流れが定められていることから，同ガイドに基づき竜巻検討地域

を設定し，基準竜巻の最大風速は，「8.2 観測記録（過去に発生した竜巻

による最大風速VB1）」及び「8.3 年超過確率評価（竜巻最大風速のハザー

ド曲線による最大風速VB2）」のうち，大きな風速を設定する。 

 

8.1.1 竜巻検討地域の設定 

島根原子力発電所に対する竜巻検討地域について，島根原子力発電所が

立地する地域と気象条件の類似性の観点で検討を行い，第 8.1－1 図に示す

とおり北海道から山陰地方にかけての日本海沿岸の海岸線から陸側及び海

側それぞれ５km の範囲を竜巻検討地域に設定する（面積約 33,395km2）。 

竜巻検討地域は，竜巻発生要因となる気象条件（総観場）を確認する観

点から，「総観場の分析に基づく地域特性の確認」,「過去の竜巻集中地域

に基づく地域特性の確認」により地域特性を確認し，設定する。 

また，一般的に大気現象は時空間スケールの階層構造が見られ，ある大

気現象はスケールの小さな現象を内包しているため，大きな竜巻の発生要

因となる環境場の形成のし易さ（大きな竜巻の発生に対する大気場の必要

条件）を把握する観点から，「突風関連指数に基づく地域特性の確認」によ

り竜巻の発生スケールに近いメソスケールの気象場が有する地域性と齟齬

がないことについても確認する。 
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(1) 総観場の分析に基づく地域特性の確認 

竜巻を発生させる親雲の発生要因 (１)を考慮して７種の総観場に再編

し，発生分布の特徴を分析する。第 8.1－2 図の総観場ごとの竜巻発生地

点の分布，第 8.1－3 図の竜巻検討地域（日本海沿岸）と太平洋側地域の

総観場の特徴の比較に示すとおり，日本海側と太平洋側では竜巻の発生

要因となる総観場が大きく異なっていることから，地域特性に大きな違

いがある。 

(2) 過去の竜巻集中地域に基づく地域特性の確認 

日本で竜巻が集中する地域については，「原子力発電所の竜巻影響評価

ガイド（案）及び解説」(１)に，全国 19 箇所の竜巻集中地域が示されて

おり，第 8.1－4 図に示すとおり，島根原子力発電所は，竜巻集中地域⑦

（島根県の一部）に立地している。 

気象庁「竜巻等の突風データベース」 (２)によると，1961 年１月から

2012 年６月の 51.5 年間に発生が確認された竜巻の個数は竜巻集中地域

⑦で８個であり，この期間に竜巻集中地域⑦で観測されている最も強い

竜巻は F2 となる。 

竜巻発生の影響評価の観点からすると，データ数は多い方がよいため，

竜巻検討地域としては北海道から山陰地方にかけての日本海沿岸を設定

する。竜巻検討地域での竜巻個数は 192 個であり，観測された最も強い

竜巻は F2 である。 

なお，竜巻検討地域と竜巻集中地域⑦の竜巻発生確率は，1.1×10－４，

1.3×10－４（個/年/km2）であり，単位面積あたりの竜巻発生数は竜巻集

中地域⑦の方がやや大きくなるものの，両者はおおむね同程度である。

竜巻集中地域⑦における竜巻の観測記録は８事例とかなり少なく，影響

評価を行うにはデータ数が乏しい。 

竜巻の地域特性を確認するため，第 8.1－5 図に示すとおり，竜巻集中

地域⑦と竜巻検討地域，竜巻集中地域⑦に隣接する竜巻集中地域⑥  

（鳥取県の一部）における総観場の比較を行い，いずれの地域でも"季節
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風（冬）"と"温帯低気圧"あるいは"季節風（夏）"が竜巻発生の主要因と

なっており，竜巻の発生要因には共通性がある。 

(3) 突風関連指数に基づく地域特性の確認(３)～(39) 

総観場での検討に加え，大きな被害をもたらす強い竜巻の発生要因と

なる環境場の形成のし易さについての地域特性を確認するため，気象庁

や米国気象局においても竜巻探知・予測に活用されており，竜巻の発生

のし易さを数値的に示すことができる突風関連指数を用いて地域特性の

確認を行った。 

大きな被害をもたらす竜巻の親雲の多くはスーパーセルであり，スー

パーセルが発生しやすい環境場として，大気下層の鉛直シア（異なる高

度間での風向・風速差）と，強い上昇気流を発生させるきっかけとして

の不安定な大気場が必要であることから，突風関連指数としては，竜巻

の発生実態を解明する研究において国内外で広く利用され，大気の不安

定度を表す指標である「ＣＡＰＥ」，鉛直シアに伴って発生する水平渦度

が親雲に取り込まれる度合いを表す指標である「ＳＲｅＨ」を採用し，

両者の指標が同時に高くなる頻度について，地域的な特徴を確認する分

析を実施する。（第 8.1－6 図） 

これらの分析より，スーパーセルに伴って発生する大規模な竜巻形成

につながる環境場の発生頻度分布の観点からも，日本海側と太平洋側で

大きな地域特性の違いがある。 
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8.2 観測記録（過去に発生した竜巻による最大風速 VB1） 

竜巻検討地域における過去最大竜巻は F2 であり，Ｆスケールと風速の関

係より風速は 50～69m/s であることから，VB1 は F2 の風速範囲の上限値

69m/s とする。 

第 8.2－1 表に竜巻検討地域における竜巻の観測記録を示す。 
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8.3 年超過確率評価（竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速 VB2） 

竜巻最大風速のハザード曲線は，気象庁「竜巻等の突風データベース」(２)

より竜巻検討地域における竜巻の観測記録を抽出・評価し，既往の算定法

(Wen&Chu（40）及び Garson et al.（41）)に基づき算定する。具体的な算定方

法は，東京工芸大学委託成果（42）を参考とし，ハザード曲線を算定する。

なお，ハザード曲線は，竜巻検討地域の竜巻特性を適切に考慮できる海岸

線から海側及び陸側それぞれ５km の範囲内で算定する。加えて，竜巻検討

地域において過去に発生した竜巻は，海上発生のＦスケール不明の竜巻が

半数以上を占める偏った発生となっていることや竜巻発生確認数にばらつ

きがあることを踏まえ，ガイドに基づき，ハザード曲線に保守性をもたせ

るために竜巻検討地域を海岸線に沿って１km 範囲ごとに短冊状に細分化

した場合のハザード曲線も算定する。 

 

8.3.1 海岸線から陸側及び海側それぞれ５km 全域の評価 

本評価では，竜巻検討地域外で発生して竜巻検討地域内に移動した陸上

発生竜巻も発生数にカウントする。被害幅及び被害長さは，それぞれ被害

全幅及び被害全長を用いる。 

 

8.3.2 竜巻の発生頻度の分析 

気象庁「竜巻等の突風データベース」 (２)をもとに，1961 年１月～2012

年６月までの 51.5 年間の統計量をＦスケール別に算出する。なお，観測体

制の変遷による観測データ品質のばらつきを踏まえ，以下のａ．～ｃ．の

基本的な考え方に基づいて整理を行う。 

ａ．被害が小さくて見過ごされやすい F0 及びＦスケール不明竜巻に対し

ては，観測体制が強化された 2007 年以降の年間発生数や標準偏差を用

いる。 

ｂ．被害が比較的軽微な F1 竜巻に対しては，観測体制が整備された 1991

年以降の年間発生数や標準偏差を用いる。 
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ｃ．被害が比較的大きく見逃されることがないと考えられる F2 及び F3

竜巻に対しては，観測記録が整備された 1961 年以降の全期間の年間発

生数や標準偏差を用いる。 

また，Ｆスケール不明の竜巻については，以下の取扱いを行う。 

陸上で発生した竜巻（以下「陸上竜巻」という。）及び海上で発生して陸

上へ移動した竜巻については，被害があって初めてそのＦスケールが推定

されるため，陸上でのＦスケール不明の竜巻は，被害が少ない F0 竜巻とみ

なす。 

海上で発生しその後上陸しなかった竜巻（以下「海上竜巻」という。）に

ついては，その竜巻のスケールを推定することは困難であることから，「海

岸線から海上５km の範囲における海上竜巻の発生特性が，海岸線から内陸

５km の範囲における陸上竜巻の発生特性と同様である。」という仮定に基

づいて各Ｆスケールに分類する。（第 8.3－1 表） 

 

8.3.3 年発生数の確率密度分布の設定 

設定に当たっては，竜巻は気象事象の中でも極めて稀に発生する事象で

あり，発生数の変動（標準偏差）が大きい分布であることから，東京工芸

大学委託成果（42）にならってポリヤ分布により設定する。なお，ポリヤ分

布は，ガイドにおいて推奨されているポアソン分布を一般化したものであ

り，年発生数の年々変動の実態をポアソン分布よりも適合性が高い形で表

現できることを確認している。 

 

8.3.4 竜巻風速，被害幅及び被害長さの確率分布並びに相関係数 

竜巻検討地域における 51.5 年間の竜巻の発生数，被害幅及び被害長さを

もとに，確率密度分布についてはガイド及びガイドが参考としている東京

工芸大学委託成果 (42)を参照し，対数正規分布に従うものとする。（第 8.3

－1 図～第 8.3－6 図） 

なお，擬似的な竜巻の作成において被害幅又は被害長さの情報がない竜
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巻には，観測された竜巻と同程度の竜巻を想定し，それに相当する被害幅

又は被害長さを与えている。その際は，被害幅又は被害長さが大きいほう

から優先的に用いることにより，保守的に評価を行う。 

また，1961 年以降の観測データのみを用いて，竜巻風速，被害幅及び被

害長さについて相関係数を求める。（第 8.3－2 表） 

 

8.3.5 竜巻影響エリアの設定 

竜巻影響エリアは島根原子力発電所２号炉の評価対象施設を包絡する円

形のエリア（直径 450m，面積約 1.6×10５m2）として設定する。（第 8.3－7

図） 

なお，竜巻影響エリアを円形とするため，竜巻の移動方向には依存性は

生じない。 

 

8.3.6 ハザードの算定 

T 年以内にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速が V0 以上となる確率

を求める。竜巻の年発生数の確率密度分布としてポリヤ分布の適合性が高

い。ポリヤ分布は式（１）（40）で示される。 
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ここで， 

N：竜巻の年発生数 

v：竜巻の年平均発生数 

T：年数 

βは分布パラメータであり式（２）で示される。 
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ここで， 
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σ：竜巻の年発生数の標準偏差 

D をリスク評価対象構造物が風速 V0 以上の竜巻に遭遇する事象と定義し，

R(V0)をリスク評価対象構造物が１つの竜巻に遭遇し，竜巻風速が V0 以上

となる確率と定義すると，T 年以内にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻

風速が V0 以上となる確率は式(３)で示される。 
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この R(V0)は，竜巻影響評価の対象地域の面積を A0（つまり竜巻検討地

域の面積約 33,395km2），１つの竜巻の風速が V0 以上となる面積を DA(V0)

とすると式(４)で示される。 
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ここで，E[DA(V0)]は，DA(V0)の期待値を意味する。 

本評価では，以下のようにして DA(V0)の期待値を算出し，式(４)により

R(V0)を推定して，式(３)により PV0,T(D)を求める。風速を V，被害幅 w，被

害長さ l，移動方向α及び構造物の寸法を A,B とし，f(V，w，l）等の同時

確率密度関数を用いると，DA(V0)の期待値は式(５)で示される。（41） 
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ここで，W(V0)は竜巻風速が V0 以上となる幅であり，式(６)で示される。 

H(α)及び G(α)はそれぞれ，竜巻の被害長さ及び被害幅方向に沿った面

にリスク評価対象構造物を投影した時の長さであり，式(７)で示される。 
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ここで， 

Vmin：被害幅 w 内の最小竜巻風速 

V0：被害が発生する最小風速 
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本評価ではリスク評価対象構造物を円形構造物（竜巻影響エリア）で設

定しているため，H(α)，G(α)ともに竜巻影響エリアの直径 450m で一定（竜

巻の移動方向に依存しない）となる。円の直径を D0 とした場合の計算式は

式(８)で示される。 
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Vmin は，竜巻被害が発生する最小風速であり，Garson は gale intensity 

velocity と呼んでいる（Gale とは非常に強い風の意）。米国の気象局

（National Weather Service）では，34～47 ノット（17.5～24.2m/s）と

されている。日本の気象庁では，気象通報にも用いられている風力階級に

おいて，風力８が疾強風（gale, 17.2～20.7m/s），風力９は大強風（strong 

gale,20.8～24.4m/s）と分類されており，風力９では「屋根瓦が飛ぶ。人

家に被害が出始める。」とされている。 

以上より，これらの風速を包括するよう，Vmin＝25m/s とする。この値は，

F0（17～32m/s）のほぼ中央値に相当する。 

海岸線から陸側及び海側それぞれ５km 範囲を対象に算定したハザード

曲線より，年超過確率 10－５における風速を求めると，60.8m/s となる。 
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8.3.7 １km 範囲に細分化した評価 

海側の竜巻発生位置は不明な場合が多く，セグメント長さ（短冊内の竜

巻の移動長さ）が精度良く求められないため，海側 0-1km のセグメント長

さの評価に陸側 0-1km 短冊の値などを代用する方法を用いて評価する。陸

側 0-1km の長さで代用した場合，ハザードの風速は 61.4m/s と±５km ケー

スとほぼ同じとなる。海側 0-1km のハザードは，不確実性が最も大きな短

冊であり，そのセグメント長さの取り方によって結果が 62～64m/s の範囲

となることから，基準値設定に影響しない。 

 

8.3.8 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（VB2） 

海岸線から陸側及び海側それぞれ５km 全域（竜巻検討地域）を対象に算

定したハザード曲線，１km 範囲ごとに短冊状に細分化して算定したハザー

ド曲線より，年超過確率 10－５における風速を求めると第 8.3－8 図に示す

とおりそれぞれ 61m/s，62m/s となった。 

また，使用した竜巻の統計データの不確実性については検討を実施して

おり，Ｆスケール不明の海上竜巻の発生数は，陸上竜巻のＦスケール別発

生比率で按分して取り扱っているが，竜巻検討地域を「北海道から山陰地

方にかけての日本海沿岸」にすることに伴う竜巻ハザード曲線算出のため

のデータの不確実性を踏まえ，参照する年超過確率を 10－５から一桁下げた

年超過確率10－６における風速とすると，陸側及び海側５km全域での評価，

１km 範囲ごとに細分化した評価ともに 78m/s となる。 

以上より，竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速 VB2 は 78m/s と

する。 
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8.4 基準竜巻の最大風速の設定 

過去に発生した竜巻による最大風速 VB1＝69m/s及び竜巻最大風速のハザ

ード曲線による最大風速 VB2＝78m/s のうち，大きい風速である 78m/s を島

根原子力発電所における基準竜巻の最大風速 VB とする。 
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8.5 設計竜巻の最大風速の設定 

島根原子力発電所が立地する地域の特性として，周辺の地形や竜巻の移

動方向を考慮して，基準竜巻の最大風速の割り増しを検討し，設計竜巻の

最大風速を設定する。 

 

8.5.1 地形効果による竜巻風速への影響 

地形効果が竜巻強度に及ぼす影響に関する知見として，(1)地形起伏によ

る影響，(2)地表面粗度による影響，について既往の研究において示されて

おり，その知見を踏まえ，島根原子力発電所周辺の地形効果による竜巻の

増幅可能性について検討する。 

(1) 地形起伏による影響(43)～(45) 

竜巻のような回転する流れでは，角運動量保存則により「回転の中心

からの距離」及び「周方向の回転速度」の積が一定になるという性質が

ある。そのため，竜巻の渦が上り斜面を移動する時，基本的に渦は弱ま

り，下り斜面を移動する時には強まる。 

(2) 地表面粗度による影響(46)～(60) 

風は地表面の細かな凸凹が与える摩擦抵抗の影響を受けやすく，風速

は，地表面において０となり上空に向かうにつれて増加する。地表面粗

度は竜巻の旋回流を減衰させる効果を有し，地表面粗度の構成物が飛来

物として運動することで風速が減衰することも示唆されている。 

 

8.5.2 島根原子力発電所周辺の地形 

島根原子力発電所周辺の地形を第 8.5－1 図，島根原子力発電所東西方向

の鉛直断面での地形起伏を第 8.5－2 図，島根原子力発電所周辺の地表面粗

度を第 8.5－3 図に示す。島根原子力発電所が立地する敷地は，北側を輪谷

湾に面し，他の三方を山で囲まれている。 
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8.5.3 竜巻の移動方向の分析 

島根原子力発電所の周辺地域を対象に竜巻の移動方向に関する分析を行

う。なお，分析の対象とする地域は，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド

（案）及び解説」(１)に示されている竜巻集中地域を参考に，竜巻集中地域

⑥（鳥取県の一部）及び⑦（島根県の一部）とする。 

第 8.5－4 図に竜巻集中地域⑥及び⑦で発生した竜巻の移動方向，第 8.5

－5 図に竜巻集中地域⑥及び⑦において過去に発生した竜巻の移動方向の

頻度を分析した結果を示す。竜巻の移動方向の分析の結果，島根原子力発

電所周辺で発生する竜巻は，その大部分が海上又は沿岸部で発生しており，

その移動方向は東に向かう頻度が高いことが確認できる。また，島根原子

力発電所が立地する竜巻集中地域⑦では，発電所北方の海上から南（陸側）

へ向かう頻度が高いことが確認できる。 

 

8.5.4 竜巻風速の増幅に関する検討 

(1) 地形起伏による竜巻増幅 

島根原子力発電所周辺で発生する竜巻は，発電所北方又は西方の海上

あるいは沿岸部で発生し，竜巻が発電所の北方で発生し南方向（陸側）

へ移動する場合には，地形が平坦な海側から発電所敷地に進入すること

となり，発電所敷地自体も平坦であるため竜巻が増幅することはないと

考えられる。また，発電所西方で発生する竜巻は，上り斜面・下り斜面

の影響をほぼ同程度受け発電所敷地に進入する可能性が高く発電所敷地

はほぼ平坦であるため竜巻が増幅することはないと考えられる。万が一

発電所敷地外の南側（例えば鹿島町の平地）で竜巻が発生し，その竜巻

が海側に向かって移動し，発電所敷地内に進入した場合，竜巻は山を越

える必要がある。この場合の地形効果による増幅は，山の上り勾配と下

り勾配で相殺される。 

(2) 地表面粗度による竜巻増幅 

島根原子力発電所周辺では，竜巻の移動経路となり得る発電所西方に
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着目すると森林などに相当する粗度区分Ⅲの領域が２km 以上にわたり

存在していることから，粗度による減衰効果が期待できる。発電所北方

又は西方の海上あるいは沿岸から南又は東方向へ向かう竜巻が極めて多

く，発電所北方の海上で発生した竜巻が南方向へ移動する場合には，地

表面粗度の小さい海上から粗度の大きな陸上に上陸するため，粗度によ

り減衰するものと考えられる。 

 

8.5.5 設計竜巻の最大風速 VD 

以上のことから，島根原子力発電所では，地形効果による竜巻の増幅を

考慮しない。一方，将来的な気候変動による竜巻発生の不確実性を踏まえ，

VB の値が F3 の風速範囲（70～92m/s）にあることから設計竜巻の最大風速

VD は F3 の風速範囲の上限値 92m/s とする。 
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8.6 設計竜巻の特性値の設定 

設計竜巻の特性値については，第 8.6－1 表のとおり設定する。また，飛

来物の運動モデルについてはフジタモデル（61）を適用する。 

 

8.6.1 設計竜巻の移動速度（VT） 

設計竜巻の移動速度（VT）は，風速場モデルに依存しない日本の竜巻観

測記録（気象庁「竜巻等の突風データベース」(2)）に基づいた竜巻移動速

度（平均値）と最大風速との関係(42)を参照して設定した以下の算定式を用

いて VD から VT を算定する。 

VT＝0.15・VD                                                 (９） 

 

8.6.2 設計竜巻の最大接線風速（VRm） 

設計竜巻の最大接線風速（VRm）は，米国ＮＲＣの基準類（62）を参考とし

て，風速場モデルに依存しない以下の算定式を用いて算定する。 

VRm＝VD－VT                                                  (10） 

 

8.6.3 設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径（Rm） 

設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径（Rm）は，風速場モデル

に依存しない以下の値を用いる。 

Rm＝ 30（m）                          (11) 

 

8.6.4 設計竜巻の最大気圧低下量（ΔPmax）・最大気圧低下率（(dp／dt）max） 

設計竜巻の最大気圧低下量（ΔPmax）は，ガイドに基づき，米国ＮＲＣ

の基準類（62）を参考に設定されているランキン渦モデルによる風速分布に

基づいた以下の式を用いて算定する。 

ΔPmax＝ρ･VRm2 ρ：空気密度（kg/m3）             (12) 

設計竜巻の最大気圧低下率((dp／dt)max)は，ガイドに基づき，米国ＮＲ

Ｃの基準類（62）を参考に設定されているランキン渦モデルによる風速分布
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に基づいた以下の式を用いて算定する。 

(dp／dt)max＝(VT／Rm)･ΔPmax                                                  (13) 
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第8.1－1表 藤田スケール 

藤田スケール 風速[m/s] 

F0 17－32 

F1 33－49 

F2 50－69 

F3 70－92 

F4 93－116 

F5 117－142 
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第8.2－1表 竜巻検討地域における竜巻の観測記録（F1より大きい竜巻）※１ 

発生日時 
発生場所 Ｆスケール※２ 総観場 

都道府県 市町村   

1962年09月28日 
14時20分 

北海道 
宗谷支庁 

東利尻町 (F2) 寒冷前線 

1971年10月17日 
05時00分 

北海道 
留萌支庁 

羽幌町 (F2) 寒気の移流 

1974年10月03日 
19時05分 

北海道 
檜山支庁 

奥尻郡奥尻町 (F1～F2) 温暖前線 

1974年10月20日 
15時00分 

北海道 
檜山支庁 

檜山郡上ノ国町 (F1～F2) 寒冷前線 

1975年05月31日 
18時10分 

島根県 簸川郡大社町 (F2) 
日本海低気圧 
局地性じょう乱 
寒気の移流 

1975年09月08日 
01時30分 

北海道 
檜山支庁 

奥尻郡奥尻町 (F1～F2) 
日本海低気圧 
暖気の移流 

1979年11月02日 
01時58分 

北海道 
渡島支庁 

松前郡松前町 (F2) 
日本海低気圧 
温暖前線 

1989年03月16日 
19時20分 

島根県 簸川郡大社町 (F2) 
局地性じょう乱 
寒気の移流 

1990年04月06日 
02時55分 

石川県 羽咋郡富来町 F2 
オホーツク海低
気圧 気圧の谷 

1999年11月25日 
15時40分 

秋田県 八森町 (F1～F2) 
日本海低気圧 
寒冷前線 

※１ 気象庁「竜巻等の突風データベース」(2)より作成 

※２ Ｆスケールは，ア）被害の詳細な情報等から推定できたもの，イ）文献等からの

引用又は被害のおおまかな情報等から推定したもの，があり，F2以上の事例ではア）

とイ）を区別し，イ）の場合には値を括弧で囲んでいる。
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第8.3－2表 竜巻風速，被害幅，被害長さの相関係数（単位無し） 

相関係数 風速 被害幅 被害長さ 

風速 1.000 -0.050※ 0.312 

被害幅 -0.050※ 1.000 0.462 

被害長さ 0.312 0.462 1.000 

    ※風速と被害幅は無相関との知見が得られたため，ハザード算定の際 

には，相関係数０として計算 
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第8.6－1表 設計竜巻の特性値 

風速 

ＶＤ（m/s） 

移動速度 

ＶＴ（m/s） 

最大接線 

風速 

ＶＲｍ（m/s） 

最大接線 

風速半径 

Ｒｍ（m） 

最大気圧 

低下量 

ΔＰmax 

（hPa） 

最大気圧 

低下率 

(dp／dt）max 

（hPa/s） 

92 14 78 30 75 35 
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第8.1－1図 竜巻検討地域（赤線部） 
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第8.1－2図(1) 総観場ごとの竜巻発生地点の分布（1961年～2012年） 

（気象庁「竜巻等の突風データベース」(２)のデータをもとに作成） 
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第8.1－2図(2) 総観場ごとの竜巻発生地点の分布（1961年～2012年） 

（気象庁「竜巻等の突風データベース」(２)のデータをもとに作成） 
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竜巻検討地域（日本海沿岸）          太平洋側地域 

  

第8.1－3図 竜巻の総観場の特徴の比較 
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第8.1－4図 竜巻の発生する地点と竜巻が集中する19個の地域 

（「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案）及び解説」(１)より引用） 



6－8－33 

 

 

 

    

竜巻集中地域⑦（島根県の一部）   竜巻検討地域（日本海沿岸） 

 

竜巻集中地域⑥（鳥取県の一部） 
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第8.1－5図 各地域の竜巻発生要因に関する総観場の特徴 
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暖候期 5月～10月     寒候期 11月～4月 

 

 

  

 
        

第8.1－6図 F3規模以上を対象としたＳＲｅＨ，ＣＡＰＥ同時超過頻度分布 

（単位：％） 



6－8－35 

 

 

 

 

 

  

第8.3－1図 竜巻風速の確率密度分布 
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第8.3－2図 竜巻風速の超過確率分布 
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第8.3－3図 被害幅の確率密度分布 
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第8.3－4図 被害幅の超過確率分布 
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第8.3－5図 被害長さの確率密度分布 
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第8.3－6図 被害長さの超過確率分布 
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第8.3－7図 竜巻影響エリア 
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第8.3－8図 竜巻最大風速のハザード曲線 
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第8.5－1図 島根原子力発電所周辺の地形 

（国土地理院「電子国土Web」より作成） 
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第8.5－2図 島根原子力発電所東西方向の鉛直断面での地形起伏 
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第8.5－3図 島根原子力発電所周辺の地表面粗度 
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第8.5－4図 竜巻集中地域⑥及び⑦における竜巻移動方向 
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第8.5－5図 竜巻集中地域⑥及び⑦における竜巻移動方向の頻度 
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